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第 61期定時株主総会招集ご通知に際しての 

電子提供措置事項 

 

 
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表 

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 
(2025 年１月１日から 2025 年 12月 31 日まで) 

 

 

 

 

 

 

 

不 二 精 機 株 式 会 社 

 

 

 

 
 

 

 

 

上記の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基

づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する

書面には記載しておりません。 
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連結注記表 

１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数 ５社 

・連結子会社の名称 THAI FUJI SEIKI CO., LTD. 

PT. FUJI SEIKI INDONESIA 

上海不二精机有限公司 

常州不二精机有限公司 

秋元精機工業株式会社 

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうちTHAI FUJI SEIKI CO., LTD.、PT. FUJI SEIKI INDONESIA及び秋元精機工業株式会社の決算

日は９月30日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。 

ただし、同決算日の翌日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引につきましては、連結上必要な調整

を行っております。 

３. 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券   

その他有価証券   

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産 

・製品、仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性低

下に基づく簿価切下げの方法） 

・原材料 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性低下に基づく簿価切下げの方法） 

連結子会社は主として、総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法   
① 有形固定資産 定額法によっております。 

 （リース資産を除く） 主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物    ２～38年 

機械装置及び運搬具  ２～15年 

工具、器具及び備品  ２～15年 

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について

は、３年間の均等償却によっております。 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づいております。 

③ リース資産 
（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証

の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法によって

おります。   
(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担額を計上しております。 

③ 製品保証引当金 製品の引渡後における無償補修につき、会社負担により補修すべき

費用に充てるため、売上高に対する無償補修発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額を計上しております。また、発生額を個別に見

積ることができる費用についてはその見積額を計上しております。 
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④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。 

なお、2004年１月に役員退職慰労金制度を廃止することとし、既往

の期間分については、従来の内規による額を退任時に支払うことと

しております。     
(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算にあたり、一部の連結子会社では原則法を適用し、また、一

部の連結子会社では簡便法を適用しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の翌連結会計年度に一括費用処理しております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

簡便法を適用する連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算において、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法をとっております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社における顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業の主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 射出成形用精密金型及び成形システム事業 

射出成形用精密金型及び成形システム事業においては、国内取引は、顧客の検収により当該製品に対する

支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。輸出取引

は、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、当該製品に対する支配を顧客が獲得し、履行

義務が充足されることから、貿易条件等に基づきリスクが顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

② 精密成形品その他事業 

精密成形品その他事業においては、製品の引き渡しにより、顧客に当該製品に対する支配が移転し、履行

義務が充足されますが、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

であることから、出荷時に収益を認識しております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却方法については、10 年間にわたる均等償却を行っております。 

 

２. 重要な会計上の見積りに関する注記 

繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当連結会計年度 

繰延税金資産（評価性引当額控除前） 353,036千円 

評価性引当額 △170,633千円 

繰延税金負債との相殺 △95,101千円 

繰延税金資産合計 87,301千円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社グループは、当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、

翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として、当社の繰延税金資産の回

収可能性を識別いたしました。 

① 金額の算出方法 

 将来減算一時差異等に対して、将来加算一時差異の解消見込年度のスケジューリング及び将来の収益力

に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは事業計

画を基礎としております。 

② 重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定 

繰延税金資産の回収可能性における主要な仮定は、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画における

売上高であります。 

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、経営環境に著し

い変化が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の回収可能額に重要な影響

を与える可能性があります。 
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３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
建物 202,463千円 
土地 706,518千円 
投資有価証券 11,188千円 

計 920,169千円 
上記の資産は、短期借入金828,666千円及び長期借入金(１年内返済予定分含む）682,150千円、及び連結子

会社であるTHAI FUJI SEIKI CO., LTD.の依頼により金融機関がスタンドバイL/Cを発行するための担保に供

しております。 

(2) 財務制限条項 

 短期借入金の一部1,130,000千円及び長期借入金の一部752,834千円（当連結会計年度末の借入金残高）につ

いては、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能

性があります。なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触している事実はありません。 

  ①2023年12月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結貸借対照表において純資産の部

の合計額を2022年12月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日におけ

る純資産の合計額のいずれか大きい方の75%以上に維持すること。 

  ②2023年12月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書及び連結のキャッ

シュ・フロー計算書において、為替差損益勘案前経常損益の金額を0円以上に維持すること。 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 7,791,442千円 

 

４．連結損益計算書に関する注記 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額 

三重県鈴鹿市 遊休資産 工具、器具及び備品 34,373千円 

 当社グループは原則として、事業部を基準として資産のグルーピングを行っております。また、遊休資産に 

ついては個別物件ごとにグルーピングを行っております。対象資産は、当連結会計年度において将来の使用が

見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額34,373千円を減損損失として特

別損失に計上しております。回収可能価額は正味売却価額により算定しており、処分見込額等合理的な見積り

により評価しております。 

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項   
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 9,054千株 －千株 －千株 9,054千株 
  
(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2025年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 56,689千円 ７円 2024年12月31日 2025年３月28日 利益剰余金 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

決議予定 株式の種類 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2026年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 56,675千円 ７円 2025年12月31日 2026年３月30日 利益剰余金 

 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行等金

融機関からの借入による方針をとっております。 
受取手形、売掛金、電子記録債権及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

月ごとに時価の把握を行い、取締役会に報告されております。 
借入金並びにリース債務の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金等（長期）であります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（単位：千円）    
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  連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

（１）投資有価証券（※２） 147,276 147,276 － 

資 産 計 147,276 147,276 － 

（２）長期借入金（※３） 2,508,517 2,345,271 △163,245 

（３）リース債務（※４） 82,731 83,341 610 

負 債 計 2,591,248 2,428,612 △162,635 

（※１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「未収入金」、「買掛金」、

「電子記録債務」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」については現金であること及

び短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。 
（※２）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

                               （単位：千円） 

   区分   連結貸借対照表計上額 

非上場株式 44,438 

（※３）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。 
（※４）リース債務は、流動負債と固定負債を合算してリース債務として表示しております。 

 

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

   金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

 その他有価証券 

  株式 

147,276 － － 147,276 

資産計 147,276 － － 147,276 

 

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 2,345,271 － 2,345,271 

リース債務 － 83,341 － 83,341 

負債計 － 2,428,612 － 2,428,612 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は金融商品取引所の価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

長期借入金及びリース債務 
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これらの時価は、元利金の合計と、当該債務の残存期間及び信用リスクと加味した利率を基に、割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

７．収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント  

合計 
射出成形用精密金型 

及び成形システム事業 

精密成形品 

その他事業 

 情報 34,278 591,946 626,225 

 医療 1,974,172 81,728 2,055,901 

 食品 89,496 － 89,496 

 光学 72,084 9,986 82,071 

 家電 91,247 74,103 165,350 

 自動車 506,045 4,700,262 5,206,307 

 その他 322,512 171,396 493,909 

顧客との契約から生じる収益 3,089,838 5,629,424 8,719,263 

その他の収益 － － － 

外部顧客への売上高 3,089,838 5,629,424 8,719,263 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１.連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項 ３．会計方針に関する事項(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。 

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,667,722 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,615,296 

契約負債（期首残高） 540,464 

契約負債（期末残高） 517,353 

契約負債は主に顧客から受領した前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

443,981千円であります。 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便

法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の記載を省略しております。なお、顧客との契約から生じる

対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額       457円37銭  

(2) １株当たり当期純利益 28円50銭  

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   １株当たり当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益                230,783千円 

普通株主に帰属しない金額  － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益  230,783千円 

普通株式の期中平均株式数 8,097千株 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 子会社株式 総平均法による原価法 
② その他有価証券 
・市場価格のない株式等以外のもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 
・市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
・製品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法） 
・原材料 

 
④ デリバティブ  

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法） 

時価法   

(2) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 定額法によっております。 

（リース資産を除く） 主な耐用年数は次の通りであります。 

 建物及び構築物     ２～38年 

 機械及び装置      ２～12年 

 工具、器具及び備品   ２～15年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について

は、３年間の均等償却によっております。 

② 無形固定資産 
（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 
③ リース資産 
（所有権移転外ファイナンス・ 
リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証

の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法によって

おります。 

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
② 賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。   
③ 製品保証引当金 製品の引渡後における無償補修につき、会社負担により補修すべき

費用に充てるため、売上高に対する無償補修発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額を計上しております。また、発生額を個別に見

積ることができる費用についてはその見積額を計上しております。 
④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給

額を計上しております。 

 なお、2004年１月に役員退職慰労金制度を廃止することとし、既往

の期間分については、従来の内規による額を退任時に支払うことと

しております。   

(4)収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 射出成形用精密金型及び成形システム事業 

射出成形用精密金型及び成形システム事業においては、国内取引は、顧客の検収により当該製品に対する支

配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。輸出取引は、

貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、当該製品に対する支配を顧客が獲得し、履行義務が

充足されることから、貿易条件等に基づきリスクが顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

② 精密成形品その他事業 

精密成形品その他事業においては、製品の引き渡しにより、顧客に当該製品に対する支配が移転し、履行義

務が充足されますが、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

ることから、出荷時に収益を認識しております。 
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２．重要な会計上の見積りに関する注記 

繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 

繰延税金資産（評価性引当額控除前） 374,420千円 

評価性引当額 △336,987千円 

繰延税金負債との相殺 △27,760千円 

繰延税金資産合計 9,672千円 

 (2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結計算書類 連結注記表「２．重要な会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産の回収可能性」に記載した

内容と同一であります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
建物 133,070千円 
土地 554,641千円 
投資有価証券 11,188千円 

計 698,899千円 
上記の資産は、短期借入金828,666千円及び長期借入金(１年内返済予定分含む）571,510千円、及び連

結子会社であるTHAI FUJI SEIKI CO., LTD.の依頼により金融機関がスタンドバイL/Cを発行するための担

保に供しております。 

(2) 財務制限条項 

 短期借入金1,130,000千円及び長期借入金の一部752,834千円（当事業年度末の借入金残高）については、財務

制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があります。

なお、当事業年度末において、財務制限条項に抵触している事実はありません。 

  ①2023年12月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結貸借対照表において純資産の部の

合計額を2022年12月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純

資産の合計額のいずれか大きい方の75%以上に維持すること。 

  ②2023年12月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書及び連結のキャッシ

ュ・フロー計算書において、為替差損益勘案前経常損益の金額を0円以上に維持すること。 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 2,065,264千円 

(4) 保証債務 

 関係会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。 
THAI FUJI SEIKI CO., LTD.  37,275千円 

(5) 関係会社に対する金銭債権及び債務 
① 短期金銭債権 84,878千円 
② 短期金銭債務 76,169千円 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
① 売上高 436,729千円 
② 仕入高 355,811千円 
③ 営業取引以外の取引高 75,067千円 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普 通 株 式 955千株 2千株 －千株 957千株 

（注）普通株式の自己株式の増加 2千株は、譲渡制限付株式報酬の権利失効によるものであります。 
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６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当事業年度 

繰延税金資産  

賞与引当金 6,779千円 

未払事業税 2,394千円 

製品保証引当金 17,892千円 

役員退職慰労引当金 1,070千円 

減損損失 7,961千円 

関係会社出資金評価損等 188,097千円 

税務上の繰越欠損金 66,439千円 

繰越外国税額控除 62,199千円 

その他 21,585千円 

繰延税金資産の小計 374,420千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △66,439千円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △270,548千円 

評価性引当額の小計 336,987千円 

繰延税金資産の合計 37,432千円 

  

繰延税金負債  

買換資産圧縮積立金 7,684千円 

固定資産圧縮積立金 4,573千円 

有価証券評価益 15,501千円 

繰延税金負債の合計 27,760千円 

繰延税金資産（負債）の純額 9,672千円 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 子会社及び関連会社等   

種類   会社等の名称   
資本金 

又は出資金   

議決権等 
の所有 
割合(%)   

関連当事者 
との関係 取引の内容   

取引金額 
（千円） 科目   

期末残高 
（千円）   

子会社 
THAI FUJI 
SEIKI 
CO., LTD. 

290,000千 
タイバーツ 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入  
債 務 保 証 
役 員 の 兼 任 4 名 
配 当 金 の 受 取 

製 品 等 の 販 売 （注1） 123,427 売 掛 金 6,097 

成形品等の仕入 （注1） 6,694 買 掛 金 － 

債 務 保 証 （注2） 37,275 － － 

配 当 金 の 受 取  56,956 － － 

子会社 PT. FUJI SEIKI 
INDONESIA 

12,924千 
米ドル 

直接 
46.2 
間接 
53.8 

製品等の販売・仕入 
役 員 の 兼 任 4 名 製 品 等 の 販 売 （注1） 25,950 売 掛 金 20,482 

子会社 上海不二精机 
有限公司 

5,000千 
米ドル 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入 
役 員 の 兼 任 4 名 

製 品 等 の 販 売  (注1） 9,710 売 掛 金 733 

成形品等の仕入 (注1） 2,247 買 掛 金 － 

子会社 常州不二精机 
有限公司 

7,000千 
米ドル 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入 
役 員 の 兼 任 4 名 

製 品 等 の 販 売 (注1） 166,537 売 掛 金 38,319 

金 型 等 の 仕 入 (注1） 320,919 買 掛 金 72,158 

子会社 秋元精機工業 
株式会社 10,000千円 直接 

100.0 

製品等の販売・仕入 
資 金 の 貸 付 
役 員 の 兼 任 4 名 

製 品 等 の 販 売 (注1） 977 売 掛 金 － 

成形品等の仕入 (注1） 25,950 買 掛 金 2,826 

資 金 の 回 収  － 関係会社短期貸付金 50,000 
  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 
1.取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。 

2.各関係会社の借入等について債務保証を行ったものであります。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 
該当事項はありません。 

 

８．収益認識に関する注記 

   顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。 
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９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 163円56銭 

(2) １株当たり当期純利益 75銭 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１株当たり当期純利益 

当期純利益 6,048千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る当期純利益 6,048千円 

普通株式の期中平均株式数 8,097千株 

  

10．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 


